
1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の概要 
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１ 計画の策定根拠 

（１）計画の法的性格 

第9期旭川市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（以下「第９期計画」という。）は，本市の介護

保険事業を含めた，高齢者に対する保健福祉事業全般を総合的に推進するため，老人福祉法に基づく

市町村老人福祉計画（高齢者保健福祉計画）と介護保険法に基づく市町村介護保険事業計画（介護

保険事業計画）を一体のものとして策定するものです。 

（２）計画の位置づけ（本市の他の計画との関係） 

高齢者保健福祉計画は，本市における地域包括ケアシステム構築・推進，また，そこからの地域共生

社会の実現に向け，高齢者の保健福祉事業を総合的に体系付けるものです（第４章～第６章）。介護保

険事業計画は，持続可能な介護保険運営のために，認定者数や介護保険サービスの給付費等を見込

み，計画期間内のサービス基盤整備方針や介護保険料を定めるものです（第７章）。 

また，本市の市政運営の根幹を成す「第８次旭川市総合計画」を最上位計画として，地域福祉の推進

の基本となる「第５期旭川市地域福祉計画」と理念を共有しながら，本市の福祉関連計画をはじめとす

る他の計画と整合性を図りながら策定します。また，北海道の「第９期北海道高齢者保健福祉計画・介

護保険事業支援計画」及び「北海道医療計画」内の「北海道地域医療構想」との整合性も図ります。 

第９期計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第８次旭川市総合計画 

第５期旭川市地域福祉計画 

第９期旭川市高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

介護保険法（第 117条） 老人福祉法（第 20条の８） 

整合・連携 

旭川市住生活基本計画 

旭川市社会教育基本計画 

第４次旭川市障がい者計画 

第７期旭川市障がい福祉計画・ 

第３期旭川市障がい児福祉計画 

第３次健康日本 21旭川計画 

第２期旭川市子ども・子育てプラン 

スマートウエルネスあさひかわプラン 

第３期旭川市国民健康保険 

保健事業実施計画（データヘルス計画） 

第４期特定健康診査等実施計画 
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２ 計画の実施期間 

本計画は，介護保険法の規定により，令和６年度（２０２４年度）から令和８年度（２０２６年度）までの 

３か年計画とします。関連する福祉計画と連携して施策を推進することで，既存の施策分野にとらわれ

ない包括的な支援体制の構築を図ります。 

本計画と関連計画の計画期間 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ R10 R11 R12 

          

  

３ 計画の性格 

我が国では，高齢化が依然として続いており，高齢者人口は令和２２年（２０４０年）頃まで増加するこ

とが見込まれています。これに対し，本市の高齢者人口は令和４年（２０２２年）頃から減少局面に入って

おり，国よりも２０年近く高齢化が先行しています。 

本年度あらためて行った人口推計（第２章）では，特に社会的支援が必要になりやすい後期高齢者

は，令和１０年（2028 年）をピークとしてに減少局面に移行するとみられます。こうした人口動向を踏ま

え，支援体制の量的な検討をしなければならない状況にあります。 

また，高齢者のひとり暮らしまたは高齢者夫婦のみの世帯の増加に加え，令和２年（２０２０年）から世

界的に蔓延した新型コロナウイルス感染症の影響（以下，「コロナ禍」という。）により，市民の生活は大

きく制限され，家族・地域のつながりの弱体化が懸念されます。それにより，高齢者が社会的孤立状態

になり，生活に困難を抱えながらも誰にも相談できない，あるいは適切な支援に結びつかないケースの

増加が懸念されることから，地域包括ケアシステムの更なる推進が求められます。 

こうした課題を踏まえ，第９期計画の策定に当たっては，国の法制度の整備状況を見据えながら，本

市の地域課題の解決を目指し，施策を位置付けます。 

第９期旭川市高齢者 

保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

第８期旭川市高齢者 

保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

第６期旭川市障がい福祉計
画・第２期旭川市障がい児

福祉計画 

 第４期旭川市地域福祉計画 

 第２期旭川市子ども・子育てプラン 

第 10 期旭川市高齢者 

保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

 第 8次旭川市総合計画 

 第５期旭川市地域福祉計画 

 

 

 

 第４次旭川市障がい者計画  第５次旭川市障がい者計画 

第７期旭川市障がい福祉計
画・第３期旭川市障がい児

福祉計画 

第８期旭川市障がい福祉計
画・第４期旭川市障がい児

福祉計画 
 

  第３次健康日本 21旭川計画 

 第３期旭川市子ども・子育てプラン  

 スマートウエルネス 
あさひかわプラン 

第３期旭川市国民健康保険保健事業実施計画 
（データヘルス計画）第４期特定健康診査等実施計画 
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４ 介護保険法等の改正の概要 

介護保険法第１１７条に基づき，国の示す基本指針に即して市町村は介護保険事業計画を定めるこ

ととされており，これを踏まえて本市の計画を策定します。 

基本指針において，記載を充実する事項とされているものは，次のとおりです。 

 

国の指針における第９期介護保険事業計画へ記載を充実する主な事項 

１ 介護サービス基盤の計画的な整備 

〇今後の高齢者の増減や介護保険サービスのニーズについて関係者と共有し，介護サービス基盤整

備のあり方を議論することで，既存施設や事業所の今後のあり方も含めて検討する。 

○住民の加齢により医療及び介護の効率的かつ効果的な提供が重要になることから，効率的かつ効果

的な実施を計画に定めるよう努める。 

○柔軟なサービス提供によるケアの質の向上や家族負担の軽減に資するよう，従来の地域密着型サー

ビスに加え，新しい複合型サービスを検討する。 

○要介護者の在宅生活を支える定期巡回・随時対応型訪問介護看護，小規模多機能型居宅介護，看

護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及を図る。 

○関係団体等と連携しながら，訪問リハビリテーション等の更なる普及や，介護老人保健施設による在

宅療養支援機能の充実を図る。 

 

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

○総合事業の充実化について第９期介護保険事業計画期間中に集中的に取り組むこととし，地域住民

の主体的な参画を促進していく。 

○地域リハビリテーション支援体制の構築を推進する。 

○家族介護者支援について，認知症対応型共同生活介護などの地域拠点が行う伴走型支援，認知症

カフェの活動，ケアマネジャーによる仕事と介護の両立支援などの取組を行うとともに，ヤングケア 

ラーを支援している関係機関とセンターが連携を図る。 

○介護予防支援の指定対象を居宅介護支援事業所に拡大及びそれに伴う包括的・継続的ケアマネジ

メント支援業務による一定の関与等の取組を通じて，地域包括支援センターの業務負担軽減と質の

確保，体制整備等を推進する。 

○重層的支援体制整備事業などによる障がい者福祉や児童福祉など他分野との連携を促進する。 

○国が今後策定する認知症施策推進基本計画の内容を踏まえて認知症施策を推進する。 

○養護者等による高齢者虐待については，PDCAサイクルを活用し計画的に対策に取組む。また，養

護者に該当しない者からの虐待防止やセルフ・ネグレクト等についても高齢者の権利擁護業務として

対応する。 

○介護現場の安全性の確保，リスクマネジメントを推進する。 

○独居の困窮者・高齢者等の増加が見込まれる中で住まいを確保する。 
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○介護事業所間，医療・介護間での連携を円滑に進めるための情報基盤を整備する。 

○保険者機能強化推進交付金等の実効性を高めるための評価指標等の見直しを踏まえた取組を充実

する。 

○給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化を図る。 

 

３ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

○ケアマネジメントの質の向上及び人材確保に取組む。 

○ハラスメント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取組を推進する。 

○外国人介護人材定着に向けた介護福祉士の国家資格取得支援等の学習環境を整備する。 

○介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策に総合的に取組む。 

○介護の経営の協働化・大規模化により，サービスの品質を担保しつつ，人材や資源を有効に活用す

る。 

○文書負担軽減を図っていくため，指定申請や報酬請求等に係る標準様式や「電子申請・届出システ

ム」の使用の基本原則化に向けて取組む。 

○財務状況等の見える化を図る。 
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